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１．実施目的 

国の行政機関等においては、当該機関が実施している公共サービスについて、自

己点検を行い、改善を図ることが求められているところである。1 

自己点検にあたっては、業務フロー・コスト分析等の手法により、自らの業務が

どのような流れ（業務フロー）で実施されており、各業務手順においてどの程度の

コストを費やしているかを可視化した上で、質の維持向上と経費削減という観点か

ら、業務改善を図る必要がある。 

以上のことから、国の行政機関等においては、本手引きに基づき2、業務フロー・

コスト分析を実施することにより、自らの業務を可視化し、分析結果を踏まえた改

善措置を検討し、実行することが求められる。 

一方、公共サービス改革基本方針（平成 25 年６月 14 日閣議決定）における平成

25 年度の事業選定方針では、「公共サービスのうち、業務フロー・コスト分析の結

果、改善が見込まれるもの3」について、市場化テストの対象事業とすることとな

っている。 

よって、官民競争入札等監理委員会施設・研修等分科会等において、ヒアリング

の対象となり、業務フロー・コスト分析を実施することとなった事業については、

所管する行政機関等が検討した改善措置の方針等について、同分科会等においてヒ

アリングを実施し、必要に応じて、官民競争入札等の実施を求めるものとする。4 

図 業務フロー・コスト分析の結果の活用

 

                                                  
1 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（以下｢公共サービス改革法｣という。）第３条及び第４条 
2 各府省等において、類似の取組により、業務手順、経費等の分析を行っている場合は、それを妨げるもので

はない。 
3 複数年度の調整により予算、人事等の解決が可能なもの 
4 根拠：公共サービス改革法、公共サービス改革基本方針、官民競争入札等監理委員会令第３条 
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２．業務フロー・コスト分析の実施方法 

（１）実施方法の概要 

本手引は、業務フロー・コスト分析の具体的な実施方法を示したものであ

り、各行政機関等は、基本的に、本手引きに従い業務フロー・コスト分析を

行うものとする。業務フロー・コスト分析は、民間企業で数多く行われてい

る活動基準管理（Activity-Based Management）の考え方に基づいている。 

分析は、１）業務区分ごとの業務量の把握・分析の実施及び分析対象とす

る業務区分の特定、２）当該業務区分の事務区分への分解、３）事務区分ご

との業務量の把握・分析、４）業務区分又は事務区分等の適切な区分ごとの

人件費等の算定という手順に沿って実施する。

 

○分析の主な流れ 

 

 

  

                                  

  

  

       

 

 

 

 

 

  

業務過多、偏
重、人的リソー
ス配分の適正性
等を検証し、簡
素化、総合化、
定型化、外注化
等、業務改善を
検討。 

４）業務区分又
は事務区分等
の適切な区分
ごとに人件
費、物件費等
を算定。 

３）事務区分ごとに、
従事職員それぞれ
の従事割合（従事
時間）を調査し、
誰が、どの程度、
どのような事務に
従事しているかを
明確化。 

１）対象とした業務について区分を
設定し、業務区分ごとに、従事し
ている全職員の従事割合（従事時
間）を調査。どの業務区分で、ど
の程度の業務量が投入されてい
るかを明確化。 
以上の結果から、業務量に偏り

の見られる区分、全体業務に占め
る従事割合が高い（従事時間が多
い）区分、特に改善の余地がある
と考えられる区分等、分析対象と
する業務区分を特定（※ヒアリン
グ対象事業の場合は当該業務）。 

１）業務区分ごとに業務量を

把握∑分析し、分析対象

とする業務区分を特定 

分析範囲（組織単位等）

分析対象業務区分 

業務区分 

業務区分 

２）分析対象となる

業務区分を事務

区分へ分解 

３）事務区分ごとの

業務量を把握∑分

析 

事務区分 

各事務区分の業

務量を把握 

２）分析対象とした業
務区分について、業
務区分を更に細かく
事務区分へ分解し、
業務の開始から終了
までの流れに沿っ
て、事務区分を整理
（フローを作成）。

業務区分

事務区分 

又は 

人件費、物件
費等を算定 

 業務量とコ
ストの双方を
勘案しつつ、よ
り詳細な分析
を実施。 

分析 分析 

４）人件費等

の算定 


